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sion of service : Development of soft‑

ware, Manufacture of products : Com‑

puters and peripheral equipment, Sale

of products : Computers and peripheral

equipment, Provision of service : Infor‑

mation literacy

 Regarding other matters, see the bid

instruction manual

 Reception period of tender form (when

tendering by mail) : 5 : 00 PM December 15,

2017

 Contact Point for the notice : Etsuko

Tanii, Financial Management ＆ Account‑
ing Department, Organization for Small ＆
Medium Enterprises and Regional Innova‑

tion, JAPAN Toranomon No.37 Mori Buil‑

ding, 351, Toranomon, Minato‑ku
Tokyo 1058453, Japan. TEL 035470
1507 FAX 0354701512

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年 10 月 26 日

東日本高速道路株式会社 関東支社
支社長 髙橋 知道

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等件名及び数量 関東支社管内通行監
視カメラ購入
監視カメラ 66セット、記録装置 15セッ
ト、ＬＥＤ赤外線投光器 13台
 納入期限 契約締結日の翌日から50日間
 納入場所 仕様書による。

３ 入札手続等
 担当部署 〒3300854 埼玉県さいたま市
大宮区桜木町１1120 東日本高速道路株
式会社 関東支社 技術部 調達契約課 課
長代理 節田 邦行 電話0486310020
 契約図書の配布期間等
 配布期間 平成29年10月26日から平成29
年12月15日までとする。
 配布方法 ホームページに掲載する。
 入札書の受領期限等
 受領期限 平成30年１月16日16時00分
 提出方法 書留郵便又は信書便
 開札の日時及び場所
 開札日時 平成30年１月17日11時00分
 開札場所 東日本高速道路株式会社

関東支社15Ｆ入札室
４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 詳細はホームページに掲載する入札公告
（説明書）による。

５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Tomomichi Takahashi,

Director General of Kanto Regional Head

Office, East Nippon Expressway Co. Ltd.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the products to be

purchased : In the Kanto branch office juris‑

diction the surveillance camera 66 sets pur‑

chased, the record device 15 sets purchased

and the infrared LED flood light 13 sets pur‑

chased

 Delivery period : 50 days from the next

day of a contact Day

 Delivery place : As shown in the specifi‑

cations

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are who

shall : not come under Article 6 of East Nip‑

pon Expressway Company Limited Regula‑

tion Concerning the contract procedures

 Time‑limit for the submission of tenders :

4 : 00 P.M. 16 January 2018

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 Contact point for the notice : Kuniyuki

Fushida, Deputy Manager of Procurement

& Contract Section, Technology & Pro‑

curement Department, Kanto Regional

Head Office, East Nippon Expressway Co.,

Ltd. 11120, Sakuragi‑cho, Omiya‑ku,
Saitama‑shi, Saitama‑ken, 3300854,
JAPAN. TEL 0486310020

２ 競争参加資格
 首都高速道路株式会社契約規則実施準則
（平成23年準則第１号）第73条の規定に該当
しない者であること。
 次の又はのいずれかの基準を満たす者
であること。
 電気事業法附則第２の規定に基づくみな
し小売電気事業者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づく小
売電気事業者として登録を受けた者で、過
去に電気供給をおこなった実績を有する者
であること。

 省ＣＯ２化の要素を考慮する観点から、入
札説明書に記載する基準を満たすこと。

３ 入札書等の提出場所等
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び入札書の提出場所、契約条項を
示す場所、並びに問い合わせ先
〒1020093 東京都千代田区平河町二丁目
16番３号 Ａ棟８階 首都高速道路株式会社
東京西局 総務・経理課 山本 電話03
32648394（ダイヤルイン）
 入札説明書等の交付方法 次のサイトより
入札参加希望者に無償で交付する。なお、当
該交付方法による受領ができない場合は、
の問い合わせ先まで申し出ること。
首都高速道路株式会社ホームページ（入札
公告）
http://www.shutoko.co.jp/business/bid/

 交付資料のダウンロード操作手順 のサ
イトから該当件名の交付資料・ダウンロード
欄を選択し、案内に従い情報(会社名、担当
者名、連絡先等)を入力する。登録確認メー
ルを受信し、通知されたパスワードを入力し
てログインし、交付資料をダウンロードする。

２ 競争参加資格
 東日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第16号）第６条の規定に該当
しない者であること。
 申請書提出の期限日から落札者決定の日ま
での期間（期首及び期末の日を含む）におい
て、ＮＥＸＣＯ東日本から「地域３（関東支
社が所掌する区域）」において、取引停止措置
を受けていないこと（取引停止期間（期首及
び期末の日を含む）との重複がないこと）。

 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、入札に参加しようとする者の間に、
資本関係又は人的関係がないこと。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年 10 月 26 日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 宮田 年耕

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量 三宅坂受電所ほかで使
用する電気
三宅坂受電所 契約電力 2376kW
２年間予定使用電力量 17923893kWh
王子受電所 契約電力 2417kW
２年間予定使用電力量 18528870kWh
新都心受電所 契約電力 1706kW
２年間予定使用電力量 11871321kWh

 調達件名の特質等 仕様書による。
 納入期間 平成30年４月１日０時00分から
平成32年３月31日24時00分まで
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札は総価で行う。入札金額は、
契約電力（500kW以上の施設の契約電力は、
契約上使用できる電気の最大電力をいい、30
分最大需要電力計により計測される需要電力
が原則としてこれを超えないものとし、500
kW未満の施設の各月の契約電力は、その１
月の最大需要電力と前11月の最大需要電力の
うち、いずれか大きい値とする。）に対して入
札者が設定する単価を契約電力（kW）に乗
じて得た基本料金及び予定使用電力量に対し
て入札者が設定する単価をあらかじめ当局が

別途提示する参考資料の予定使用電力量
（kWh）に乗じて得た従量料金をそれぞれ
２年分合計した総和の金額を記載すること。
ただし、入札金額には、発電に必要とする燃
料費調整、再生可能エネルギー発電促進賦課
金を含まないものとし、力率は85％にて算定
する。また、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、消費税及び地方消費税に相当する金額を
含めた入札金額とする。
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